
１．地方公共団体情報システム機構法（平成25年法律第29号）の一部改正

地方公共団体情報システム機構法等の一部を改正する法律の概要

個人番号制度の一層の円滑な運用を図るとともに、行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用等に関する法律の規定により地方公共団体情報システ
ム機構が処理する事務の適正な実施を確保するため、同機構について、役員の解任、
業務方法書、機構処理事務特定個人情報等保護委員会の設置等に係る規定の整備を
行うとともに、当該事務について、機構処理事務管理規程、機構処理事務特定個人
情報等の安全確保、総務大臣による監督命令、機構保存本人確認情報の利用等に係
る規定の整備を行う等の措置を講ずる。

２．行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律（平成25年法律第27号）の一部改正

① 代表者会議の権限及び役員の解任事由の拡大
・機構の代表者会議による理事長に対する是正措置命令の対象範囲及び機構の

役員の解任事由を拡大する。

② 業務方法書への内部統制規定の明記
・機構の業務方法書の記載事項として、役員の職務の執行が法令又は定款に

適合し、適正に行われることを確保するための体制の整備に関する事項を
明記する。

③ 機構処理事務特定個人情報等保護委員会の設置
・機構に、機構処理事務特定個人情報等の保護に関する事項の調査審議等を
行う機構処理事務特定個人情報等保護委員会を設置する。

① 機構処理事務管理規程の策定・認可・変更命令
・機構は、機構処理事務の実施に関して、機構処理事務管理規程を定めなけ
ればならないこととする。また、機構処理事務管理規程について、その
策定・変更における総務大臣の認可及び総務大臣による変更命令の規定を
設ける。

② 機構処理事務特定個人情報等の安全確保措置
・機構は、機構処理事務特定個人情報等の電子計算機処理等を行うに当たって
は、機構処理事務特定個人情報等の適切な管理のために必要な措置を講じな
ければならないこととする。

③ 総務大臣の機構に対する監督権限等の規定の設置
・機構は、機構処理事務に関する帳簿の備付け及び報告書の作成・公表をしな
ければならないこととする。また、機構処理事務の実施に関し、総務大臣の
機構に対する監督命令並びに報告要求及び立入検査の規定を設けるとともに、
帳簿の備付け並びに報告要求及び立入検査に関し、不履行等があった場合に
おける罰則の規定を設ける。

３．住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の一部改正

① 機構保存本人確認情報の利用
・機構が、一定の機構処理事務に機構保存本人確認情報を利用することが
できることとする。

施行期日 平成29年５月29日から施行
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